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地方自治体におけるGIS発展過程の分析
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地方自治体では,阪神･淡路大震災以晩 地図を用いる部署を中心として地理情報システム (GIS)

の導入が進んできた.従来研究では,その利用動向の調査は行われてきたが,情報システムの発展過

程の視点からGISを分析した研究事例はほとんどない.そこで,本報告では,情報システムの発展理

論としてよく知られているノーランのステージ理論に立脚し,2つの自治体を事例として,GIS発展

過程の考察を行った.その結果,個別GISから統合型GISに展開してきた自治体では,GISの発展過

程をステージ理論に当てはめ,分析することにより,現在の発展段階を明確にすることが可能である

ことがわかった.また,この分析が,将来のGIS展開計画を立案する際の指針になると考えられる.
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1.はじめに
1995年の阪神 ･淡路大震災を契機として,GIS

の有用性が認識され 国を中心として各種のGIS

政策が推進されてきた.これを受け,地方自治体

(以下,自沿体)では,行政情報システムのひと

つとして,地理情報システム (Geographical

hfomntionSystem.以下,GIS)の導入が進んでい

る.総務省によれば,2007年4月 1日現在で,統

合型GISをすでに導入している自治体は,都道府

県で36.2%,市町村で20.5%となっている[1].

自治体におけるGISの活用実態は,田中らが全

国の自治体にアンケート調査を行い,その動向を

報告している【2].また,横山らは,アンケート調

査に基づく数量分析により,自治体におけるGIS

整備のあり方を検討している【3】.阿部らは,9つ

の自治体で開発されたGISを分析し,地域情報化

におけるGISの役割について議論している【4].こ

れらの調査研究は,行政情報システムとしての

GISの利用動向を中心に行われたもので,情報シ

ステムの発展過程という視点から,GISを分析し

た研究事例はほとんどない.

そこで,本研究では,ノーランが提唱している

情報システムのステージ理論に基づき,2つの自

沿体におけるGIS発展過程を比較分析し,考察す
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る.αS発展過程を分析する意義は2つある,1

点目は,すでにGISを導入している自治体にとっ

て,その自治体自身の導入済みαSが情報システ

ムの発展過程において,どの段階にあるかがわか

り,課題を明確にすることができる.2点目は,

導入済みGISの発展段階が明らかになることによ

り,それを踏まえて,長期的な視点に立ったシス

テム整備計画の立案を行うことができることであ

る.さらに,2つの自沿体を比較することによっ

て,本研究で用いる分析の枠組みが,他の自治体

GISを分析する際にも有益であるかどうかを検討

する.

以下,本論文では,第2章で,ノーランのステ

ージ理論について概説し,第3章で,2つの自治

体におけるGIS発展過程を述べる.第4章で,両

市の発展過程を比較分析し,第5章でまとめを述

べる.

2.ノーランのステージ理論

情報システムの発展理論として,ノーランのス

テージ理論がよく知られている[5]【6].このステー

ジ理論は,当孤 4つの段階に整理されていたが,

データベース管理などの技術発展に伴い,2つの

段階が加えられ 最終的には修正6段階発展モデ

ルとして,現在に至っている【7].
各ステージは,第1段階 :創始期 (開始),第

2段階 :波及期･(拡張),第3段階:統制期,第4
段階 :統合期,第5段階 :データ管理期,第6段

階 :成熟期で構成されている.また,各段階を説

明する成長変数として,(1)適用業務ポートフォ

リオ,(2)資源 (技術と人),(3)マネジメント(組

織化,計画,統制),(4)ユーザの意識,の4項目

を示している.この6段階発展モデルにその組職

の情報システムを当てはめることにより,どの発

展段階に位置しているかを把握することができ,

課題の解決や失敗の予防につながるとされている

[8].

本論文において,ノーランのステージ理論に着

目し,GISの発展過程を考察した理由は2つある.

1点目は,修正6段階発展モデルの提唱当時と現

在の情報環境は大きく変わっているものの,ステ

ージ理論は,組織に情報システムが導入される過

程を適確に表していることから,現在でも引用さ

れることが多いためである[9].2点目は,ノーラ

ンのステージ理論は個別データ管理から組織によ

るデータ統合へ移行する過程に分析の力点が置か

れており,このことが個別GISから統合型GISへ

と展開してきた自治体のGIS発展過程に当てはま

ると考えたためである.

また,ステージ理論にGISの発展過程を適用す

る際の指針は,次のとおりとした.段階Ⅰ(開始)

は,個別GISを導入し始めた時期とした.段階Ⅱ

(拡張)は,個別GISの拡大期とし,庁内の各部

署に個別GISが展開した時期とした.段階Ⅲ (統

制)は,統合型GISへの移行期とした.この段階

には,行財政改革などの統制という背景がある.

段階Ⅳ (統合)は,全庁で共用する電子地図を導

入し,個別GISのそれぞれの主題レイヤーを統合

した時期とした.段階Ⅴ (データ管理)は,段階

Vの統合期をさらに進め,共用地図データの一元

的管理を行う段階とした.段階Ⅵ (成熟)は,今

後,その形成が期待される高度空間情報社会への

対応期とした.

3.qS発展過程の分析
本論文では,GIS発展過程の分析対象自治体と

して,盛岡市とS市を取り上げる.盛岡市は 岩

手県の県庁所在地で,人口約30万人,面積約

887Km2,城下町の情緒が残る自然豊かな街である.

GISについては,｢GISアクションプログラム

200212005｣策定以前からWibG鵜を導入しており,

東北地方ではGISの活用を積極的に進めている自

治体と言われている.S市は,人口約20万人 面

積は約 195Ⅹ1㌔の国際観光都市である.

本論文で,S市を選択し盛岡市のGBと比較し

た理由は2つある.1点目は,人口が盛岡市と同

程度な規模であることを基準とした.人口規模が

類似した自治体は,行政組織や導入する情報シス

テムも類似する傾向があるためである.2点目は,

GISの導入過程が類似していることに着目した.S

市は,盛岡市と同様,積極的にGISを利用してお

り,個別GISから統合型GISへと展開を図ってい

る.この発展過程が盛岡市と類似しており,ノー

ランのステージ理論を適用する事例として適切で

あると考えた.

3.1 盛岡市におけるGISの発展過程

3.1.1 盛岡市におけるGISの概要

(1)盛岡市が導入してきた主なGIS

これまで 盛岡市が構築してきた主なGISを表

1に示す.盛岡市におけるGISの特徴は,公開型

のWddISを導入し,土地情報提供システムやバ

リアフリーマップとして市民に情報提供をしてい

ることである.また,総務省が提唱する共用空間
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表1 盛岡市が導入した主なGIS一覧表

名称 利用部署名 主題国

土地情報提供 ホームページで 用途岨 公国,市道,

システム 市民に公開 都市計画道路,埋蔵文化財,都市景観など

バリアフリー ホームページで 障審者用トイレなどの

マップ 市民に公開 パリナフリー設備

洪水ハザード ホームページで 浸水例 ,避難所,

マップ 市民に公開 病院など

障春着救援 嘩 祉課 要蟻菱者 (障害各 章介

地図システム 障害福祉課 護看,独居老人)の住居

統合型GIS 全庁向け 用途地域,公園.市道,埋乾丈イ出オ,都市景観.狭あい道路,統計情報など

道路情柳 道路管理課 市道路線図,幅昆

データを構築し,全庁向けの統合型GISを展開し

ていることである.2006年に導入した道路情報管

理システムは,この共用空間データを基本地図に

用いており,2008年に導入予定の下水道管路管理

システムも同様の基本地図で構築するなど,基本

地図に対する重複投資を排除しながら,GISが展

開されている.

(2)統合型GISの概要

盛岡市では,2004年に統合型GIS整備基本指針

を策定し,これを基にシステムの基本設計を実施

して,WdbGIS方式の採用を決定した.2005年か

ら1/500 縮尺の道路台帳図をベースとした共用空

間データベースの構築を進め,2006年 10月に

図1盛岡市統合型GISのシステムアーキテクチャ

1/500縮尺ベースの大縮尺基本地図を使った統合

型GISの運用を開始している.盛岡市統合型GIS
のシステムアーキテクチャを図1に示す.

統合型GISは,3台のサーバで構成されている.

各サーバのOSは,3台のサーバとも

Windows2003sen'erを用いている.データ管理サー

バには,共用空間データベニスが格納されており,

データベース管理システムは,MicFOSO丑社の

SQLServer2000を用いている.このリレーショナ

ルデータベースとGISを連携させるソフトウエア

は,ESRI社のAmSDE9を使用している.マップ

サーバは,データ管理サーバと連携し,マップの

生成を行っている.アプリケーションサーバは,

マップサーバと連携し,地図データの配信を行っ

ている.GISサーバソフトには,ESRI社のArcMS9
を用いている.

(3)統合型GISの運用体制

行政組織の視点に立つと,統合型GISは縦割り

行政組織を横断的に繋ぐことができる強力なツー

ルと言うことができる.そのため,統合型GISの

運用にあたっては,組織横断的なプロジェクトチ

ームが中心となった全庁的な協力体制を敷くこと

が重要である.盛岡市における統合型GISの運用

体制を図2に示す.

盛岡市の運用組織は,地図を用いて業務を行う

ことが多い関係課 (資産税課,農政課,林政課,

道路管理課,交通政策課,都市計画課,下水道部

計画譲,水道部配水管理課)が集まり,統合型GIS

盛岡市統合型GlS活用検討幹事会

総務部情報企画室

図2 運用組織と体制
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適用業務 個別GⅠSの 個別GISの 全庁GIS導入 共用電子 共用空間 高度空間
導入 普及 の意思決定 地図の導入 データの構築 情報社会

ポートフtlJオ ･水道図面11報管理システム ･公有林固化管理システム･串市計画支捷システム ･土地什報提供りくリアフリー(WebGTS) ･全庁向け統合型地理ftやシステム･正銘什牡管理システム への対応

資源 文書課 絵務陳 情報企画室 統合型GⅠS 統合型G】S

(技術と人) (電弁室) (事務改善係) の殴aE全庁LANの*集 活用検肘幹事会投置wtIbGⅠSの斗入 運営連絡会(統括管理者)

マネジメント ｢盛岡市電子計井機租籍に 個人情報保護に関する条例 盛岡市 盛岡市統合型 盛岡市統合
(組織化. 係る個人情報 の鐘和 行財政改革 GⅠS整備基本 型GIS共用

計画.統制) の保護に関する条例｣制定 (ネットワーク冶合の併諌) 大桶の策定 方針の策定 シス丁ム運用基準策定

ユーザの意識 紙地図からの開放 便利な電子地図に対する興味 戦略のないGIS尊大に対する懸念 コントロールされたGⅠS中人への瀬梼 重複投資の捷除によるコスト意鼓

発展段階 段階Ⅰ 段階Ⅱ 段階Ⅲ 段階Ⅳ 段嘩Ⅴ 段階Ⅵ

図3 盛岡市のGIS発展過程

活用検討幹事会(以下,幹事会)を組織している.

この幹事会で,統合型GIS整備計画や導入システ

ムの決定などの意思決定を行っている.また,統

合型 GISの運用開始後は,共用空間データの運

用･管理を行う統合型GIS運営連絡会 (以下,逮

絡会)を設置し,データ更新に関する議論を行っ

ている.

システムの運用 ･管理は,総務部情報企画室が

行っている.情報企画室は,電子市役所構築や地

域情報化を進めるために組織された部署で,全庁

的な行政情報システムの統括している.GISの担

当職員は,統合型GISサーバ群の管理やW由GIS

のシステム運用を行っている.また,幹事会や連

絡会へ諮問する統合型GIS整備計画の立案なども

担当している.

3.I.2 盛岡市におけるGISの発展過程分析

ノーランのステージ理論をもとに分析した盛

岡市におけるGISの発展過程を図3に示す.各段

階の詳細を段階ごとに述べる.

(1)段階Ⅰ:開始

盛岡市では,1989年に水道部で,水道図面情報

管理システムの導入が計画され 道路台帳図など

をベースとする基本地図のデジタ)Hヒが開始され

た.このシステムの主題図は水道管路網図で,属

性情報は水道管の口径や個別給水番号である.水

道部のユーザは,このシステムが導入されること

により,紙地図から開放されるという期待感があ

った.一方,市の情報システム部門は,まだ組織

されておらず,文書課に事務管理担当が置かれて

いるだけであった.また,この頃,市が制定する

｢盛岡市電子計算組織に係る個人情報の保護に関

する条例｣において,電子計算機を用いる場合の

個人情報保護の考え方が明文化された.

(2)段階Ⅱ:拡張

1995年には,産業部農政課 (現在の農林部林政

課)で公有林図下管理システムの開発が開始され

た.このシステムの基本図は,1/5000の森林基本

図が用いられており,主題図は樹種の分布範囲な

どである.また,都市計画課では,lB500の都市

計画基本図をベ-スとした都市計画支援システム

開発が始まった.このシステムの主題図は,用途

地域,土地利用,建物用途などである.業務で紙

地図を頻繁に用いる部署では,業務を効率化でき

る可能性が高い電子地図に対する期待が大きくな

った.

この頃,文書課に電算室が設置され 一部の部

署でコンピュータネットワークの導入が始まった.

これに伴い,条例の一部が緩和され 個人情報を

庁舎内ネットワーク上で流通させることが認めら

れた.農政課や都市計画課でGISを使うこととな

った職員は,電子地図の便利さに興味をもち,他
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のユーザにもその意識が拡がることとなった.

(3)段階Ⅲ:統制

1998年に,行財政改革大綱に基づく事務事業見

直しが行われ 庁内のコンピュータネットワーク

を用いた全庁的なGISを構築することが採択され

た.これにより,各部署で個別に導入してきたGIS

について,全庁的な視点に立った戦略的なシステ

ム導入を行うことが可能になった.これまで個別

GISの導入を推進してきた都市計画課や林政課に

おける課長レベルの職員は,個別GISが部署ごと

に戦略のないまま導入されることに懸念を持ち始

めていたため,全庁GIS導入の意思決定を好意的

に受けとめた.

市の組織としては,情報システム部門の必要性

が高まり,同時に情報政策を担当する部署として

情報企画室が設置された.この頃,コンピュータ

ネットワークの構築が本格的に始まり,全庁L如ヾ
網が整備され,市役所内部における情報化推進の

基盤が築かれた.

(4)段階Ⅳ:統合

2001年に,民間住宅地図を基本図とした土地情

報提供システムの｢般公開を開始した.このシス

テムは,市の公式ホームページからアクセスする

ことができるWdAISである.図2に,土地情報

提供システムの画面例を示す.このシステムの導

入により,都市計画情報,道路管理情艶 埋蔵文

化財情報などをインターネット経由で市民に公開

することが可能になった.また,2003年には,市

内の各種建築物や施設内にある障害者用 トイレな

どのバリアフリー設備情報を掲載したバリアフリ

ーマップと洪水浸水予想範囲や避難所の位置がわ

かる洪水ハザードマップをインターネット上に公

開した.W ISで用いているGISソフトウエア

は,ActivemapiをGISエンジンとするAcitveAdas

である.保健福祉部では,このバリアフリーマッ

プの策定を契機にGISの利用意識が高まり,2003

年には民間住宅地図を基本図とした障害者救援地

図システムを導入している.このシステムは,住

民基本台帳情報とリンクし,障害者,要介護者,

独居老人などの要援護者が住む家形を着色表示す

ることができる.このように盛岡市では,民間会

社の電子住宅地図を共用電子地図と位置付け,全

庁的なGIS導入を大きく進展させた.

この頃,市の組織としては,WdbGISのデータ

更新管理や本格的な統合型GISの導入を検討する

ため,全庁横断的組織である ｢統合型GIS活用検

討幹事会｣を設置し,庁内の関係課の意見を反映

できる体制を整備した.幹事会は,総務部情報企

画室を事務局とし,財政部資産税謙,産業部農政

課と林政課,建設部道路管理課と交通政策課,都

市整備部都市計画課,下水道書院十画課,水道部配

水管理課の6部8課で構成されている.また,こ

の幹事会では,｢統合型 GIS整備基本方針｣を策

定し,全庁の意識統一を図っている.このような

全庁的なGIS推進体制の整備は 業務で地図を頻

繁に用いる部署のGISユーザにとって,戦略的な

システム導入が確実に実行される裏づけとなった.

(5)段階Ⅴ:データ管埋

2005年から1/500や1/1000縮尺の道路台帳図を

ベースとした共用空間データの構築を開始し,塞

本図の一元的なデータ管理を行えるようになった.

共用空間デ⊥夕を基本図に用いた全庁向けの本格

的な統合型GISは,2006年 10月に運用を開始し

た,GISソフトウエアは,Am MSを採用している.

また,道路管理課においては,専門 GISとして,

共用空間データを基本図とした道路情報管理シス

テムを2006年に導入している.このシステムの主

題図は市道路線図で,属性情報は路線番号,路線

名,道路幅貞などである.

組織体制としては,本格的な統合型GISの運用

が開始されたことにより,統合型GIS運営連絡会

を設置し,統括管理者のもとで共用空間データの

運用 ･管理を行うこととした.また,運用管理に

あたっては,GIS共用システム運用基準を策定し,

これを指針とすることとした.

以上のように,共用空間データを基本図に用い

た目的は,データ管理の一元化と重複投資の排除

である.新規の専門GISの予算化に際しては,財

政課が共用空間データ以外の新たな地図データ作

成を認めない.この仕組みは,新規専門GIS導入

を図ろうとする各部署における情報システム担当

者のコスト意識を高めることに繋がった.

(6)段階Ⅵ :成熟

盛岡市の統合型G鵜は,導入後5年を経過した

2010年をめどに,運用システムの再構築を実施す

る予定となっている.同時に,共用空間データの

全面更新を行う予定である.システムのリプレイ

スにあたっては,高度空間情報社会の到来を想定

し,統合型GISの新たな利用可能性を考慮してお

く必要がある.

3.1.3 発展過程分析に対する考察

盛岡市のGIS発展過程を分析した結果をまとめ

る.盛岡市のGIS発展過程をノーランのステージ
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理論に適用すると,個別GISの導入 ･拡張が行財

政改革という統制により統合型GISへと発展して

いく過程を適確に説明できることがわかった.特

に,W曲GISの導入によるレイヤーデータの統合

は,段階Ⅳの統合期にあたる.また,全庁的に一

括管理する共用空間データを用いた統合型GISの

構築は,段階Vのデータ管理に合致する.

ノーランのステージ理論では,ネットワ-ク時

代にはクライアント･サーバとネットワーキング

技術の利用が進むとしている.盛岡市における

GISの発展過程をみると,ノーランの言うとおり,

全庁のコンピュータネットワークの整備により,

大きく発展を遂げたと言える.しかし,公文が指

摘しているように,ノーランのステージ理論には,

モバイルでユビキタスなコンピュータ環境という

視点が欠落している【10】.

盛岡市における統合型GISでは,このユビキタ

ス環境に対応するシステム構築を立案する段階に

は至っていない.本論文では,ユビキタスコンピ

ューティングを含む高度空間情報社会への対応が

将来的に必要となるGIS発展過程の段階をノーラ

ンのステージ理論における段階Ⅵ (成熟期)とみ

なした.現在の盛岡市統合型GISは,段階Ⅵのレ

ベルに至っていないのは明らかで,今後,高度空

間情報社会の到来に備えたシステム更新を検討し

ていく必要がある.

3.2 S市におけるGISの発展過程

3.2.1 S市におけるGISの概要

S市におけるGISの導入過程や現在の状況を調

査するため,S市が公開している情報化計画など

に関する情報をインターネットなどで入手し,こ

れをもとにS市市政情報課のGIS担当者にアンケ

ート調査を実施した.また,このアンケートの回

答を受けて,このGIS担当者に対し,直接,電話

で数回のヒヤリングを行った.その結果,S市に

おけるGISは,全庁で共用する基本地図を作成し,

全庁利用型W由GISを導入したことがわかった.

そして,それまで構築してきた個別GISの主題デ

ータをwebGISに移行し,運用経費の削減を図っ

ている.

3.2.2 S市におけるGISの発展過程分析

ノーランのステージ理論に立脚し,アンケート

結果などをもとに分析したS市におけるGISの発

展過程を図4に示す.各段階の詳細を段階ごとに

述べる.

(1)段階 Ⅰ:開始

S市では,1995年に水道局および下水道部で水

道 ･下水情報管理システムが導入された.このシ

ステムを使用するユーザは,まだ特定の職員であ

り,特定の目的に利用し始めた段階である.

(2)段階Ⅱ:拡張

1997年には,個別GISとして,都市計画課に

都市計画支援システムが導入された.また,建築

指導課には狭隆道路台帳システムが導入された.

この段階では,ユーザの個別GISに対する利用ニ

ーズの高まりがみられたが,散発的に導入される

個別GISが広まり,基本地図が重複して整備され

てしまうのではないかという懸念もあった.そこ

で,同年より庁内で共通して使用できる都市計画

図をベースにした基本地図を作成する計画が立

案された.

(3)段階Ⅲ:統制

2(X氾年から庁内LANの構築が開始され,行政

事務の改善と効率化に取り組んだ この背景には,

第三次行財政改革大綱の策定と実施がある.全庁

共通の基本地図の作成が進展したことで,

WdAISの導入が計画され 市政情報課が中心と

なり庁内横断的な ｢地理情報調査研究グループ｣

が組織された.このグループが中心となり,全庁

向けの統合型GISの構築が議論された.この段階

のユーザ意識には,市政情報課が主体となったデ

ータの一元管理に対する期待が生まれた.また,

共用空間データの整備により,重複投資の排除に

よる経費削減への期待も生まれた.

(4)段階Ⅳ:統合

S市は,2002年に全庁利用型WebGISの運用を

開始した.これに伴い,それまでに構築していた

個別GISの主題データをWあGISに移行し,個別

GISを廃止することとした.S市が策定した行政

情報化基本計画では,全職員がGISを日常業務で

活用し,業務の効率化と地理情報データメンテナ

ンスの効率化を掲げている.実際,現課でl胡毘員

一人一台のPCが配備になり,GISを活用できる

環境が整うと,ユーザ職員は,GISを用いること

で位置情報管理が容易になることを強く認識す

ることとなった.

(5)段階Ⅴ:データ管理

S市では,2008年を目標に県が整備している公

開提供型GISとの間でデータ交換を行うことがで

きるシステムを構築する予定である.これにより,

広域でのデータ流通が可能になり,県内の他市町

村とデータを共有できる可能性が拓ける.S市で
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導入 普及 痛集検討 地図の導入･庁内WbG】S データ共用 情報社会への対応

資源 導入担当課 導入担当課 ･市政稚報課 ･市政情報課 ･一部行政事務租Aで整備

(技術と人) ･水道局･下水道部 ･都市計画課･建築指導課 地理情報調査研究グループ会議 WebGーSの導入により.データを統合し.個別GlSを廃止 lコ事業を実施中

マネジメント 第3次S市 第4次S市 S市第三次行財 S市行政情報イ 第5次S市総合計画後期 総合計画の 政改革 基本計画の策 総合計画を
(計画と統制) 基本計画策定 衰定と実施 犬飼の実施 定と実施 実施中

ユーザの意識 特定の城島が鳴定の目的で利用 個別GlSに対する利用ニーズの高まり 主題データの一元管理と全体運用経文削減への期待 GISが位置情報の管理に有効であるとの認誰 基本地図の共有化に伴う地図更新方法の検討

開始 拡弓長 統制 統合 成熟

図4 S市のGIS発展過程

は,基本地図の共有化に伴い,データの更新方法

を検討する必要があり,市政情報課が中心となっ

て,検討を進めている.

(6)段階Ⅵ :成熟

S市のGIS担当者は,2007年5月30日に公布

された ｢地理空間情報推進基本法｣を受け,今後

その形成が期待される高度空間情報社会に対応し

たGISの整備計画を立案しようとしている.しか

し,全庁的には,まだ具体的な計画立案のアクシ

ョンを起こすまでには至っていない.

3.1.3発展過程分析に対する考察

S市のGIS発展過程を分析した結果を述べる.S

市のGIS発展過程は,盛岡市と同様,個別GISの

導入･拡張が行財政改革という統制を背景に,全

庁共用の基本地図による統合型GISへと発展して

いったことがわかった.そして,S市における現

在の GIS発展段階は,段階Ⅳの統合期に位置し,

2008年には,段階Vのデータ管哩期に移行しよう

とする段階にあると言える.

S市においても,高度空間情報社会への対応は,

盛岡市と同様,これからの課題ではあるが,GIS

担当者の問題意識は高い.広域での地図データ流

通を実現しようとする取り組みは,地理空間情報

推進基本法の精神を先取りする形で進められてお

り,注目に値する.

4考 蕪

4.1 比較分析

盛岡市とS市のGB発展過程を比較し,共通点

と相違点を以下にまとめる.

(1)共通点

盛岡市とS市におけるGIS発展過程の共通点は,

両市とも,庁内のコンピュータネットワーク整備

が契機となり,個別GISから統合型GISへ展開し

ていることである.その背景には,行財政改革の

実施があり,これも両市に共通している.行政事

務全体の効率化を進めるうえで 庁内LもNを構

築するという情報基盤整備が重要で,それに伴う

職員一人一台pCの導入が統合型GISを構築する

土台となっている.

また,統合型GISを導入する際に,全庁横断的

組織が設置されることも共通している.これは,

統合型GISが,縦割りが特徴である官僚組織を横

断的に結びつけるシステムであることを示してい

る.この役所内の横断的組織を構築することによ

り,全庁の意思決定をすることが容易になり,シ

ステムの仕様や運用方法について,詳細な検討を

行うことができる.

(2)相違点

S市では,県が中心となって,GISに関する市

町村間の協力体制ができている.これにより,広

域における基本地図の共有化が実現されようとし
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ている.この取り組みは,岩手県下では行われて

いない施策であり,盛岡市でも隣接市町村間での

連携は,今のところ視野に入れていない.

4.2 ステージ理論を用いたGIS発展過程分析の

利点と限界

3章で述べたように,GISを導入している自治

体では,GISの発展過程をステージ理論に当ては

め,分析することにより,現在の発展段階を明確

にすることができる.今後GISの導入を計画して

いる自治体では,本研究で用いた分析の枠組みに

より,先進的な自治体のGIS発展過程がどの段階

にあり,どのような課題を抱えているか,また,

どのような運営を行っているのかを知ることで,

将来導入するGISの方式や効率的な運用を行う

ためのヒントを得ることができる.

しかし,本研究のフレームワークでは,行政施

策を反映できる成長変数がなく,行政情報システ

ム特有の発展段階を捉えることができない可能性

がある.自治体の行政施策は,国の政策を受けて,

業務が変化することが多く,それに伴い情報シス

テムの改修が発生する.統合型GISについても,

自治体内部から自発的に導入が進んでいるという

より,総務省が提唱し,推進してきたことから普

及してきたという面もある.現在の4つの成長変

数では,このような組織に対する外的要因を反映

できない場合があると考えられ GISのような行

政情報システムの発展過程を分析する場合は,自

治体外部との関係性を反映できる成長変数を新た

に設定する必要があろう.

5.まとめ

本研究では,ノーランが提唱している情報シス

テムのステージ理論に立脚し,2つの自治体にお

けるGIS発展過程を分析し,比較考察した.その

結果,GISの発展過程は,個別GISの導入 ･拡大

が行財政改革という統制により,庁内LANが導

入され それを転機として,統合型GISへ展開し

ていることが両市に共通していることがわかった.

また,統合型GISを導入している自治体には,庁

内に横断的な組織が存在していることも共通点で

あることがわかった.これは,自治体の情報シス

テム部門が,統合型GISを自治体内の地理情報を

横断的に結びつけるシステムであると位置づけ,

縦割り行政の弊害を解消するツールとして利活用

していることを反映しているためと考えられる.

今後の課題としては,まず,盛岡市やS市とは

異なるGIS導入過程事例を調査することである.

個別GISを導入しているが統合型GISへ移行して

いないというような他市の事例を調査し,発展段

階が進展していない原因を分析したい.

次に,GIS発展過程に対する費用対効果を検証

することである.本論文では,GISの導入費用や

維持経費に対する効果について議論していない.

本研究の枠組みに費用対効果の視点を加味するな

どして,GIS発展過程の分析手法について,さら

に検討していきたい.

なお,本論文は筆者らの分析に基づく見解をま

とめたものであり,盛岡市およびS市の公式見解

を示すものでない.
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